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Ⅰ 緒 論
本稿は、私的整理の研究 8 (産大法学 51 巻 3 号 237 頁以下)、及び私的
整理の研究 9 (産大法学 51 巻 4 号 136 頁以下
( 1 )
)、並びに私的整理の研究 10











( 1 ) いずれも事業廃止・法人清算型
( 2 ) 事業存続・法人清算型
































事業目的とする Y ビジネスコンサルティング株式会社 (以下、Y ビジコ
ンという) を補助者として、私的整理に着手した。
2 私的整理の開始から第 1回債権者集会の開催







平成 20 年 9 月 22日
L 株式会社
第 1 はじめに (略)
第 2 弊社の概要
1．沿革
明治 18 年 9 月 創業
昭和 23 年 8 月 L1 株式会社設立
昭和 29 年 5 月 L株式会社と改称
昭和 60 年 9 月 創業 100周年
2．資本金 (平成 20 年 7 月 1日現在) 200,000,000円
3．本社・支店・営業所 (略)
4．経営者・組織 (略)
5．従業員 (平成 20 年 7 月 1日)
正社員合計 111名、嘱託契約社員 12名、パート社員 1名、合計 124名








第 4 財務内容 (略)







続き、前期平成 20 年 3 月期は部門経常利益 (本社経費除く) が約 66百万
円の赤字で、計画比▲ 96百万円となり大きく足を引っ張る結果となった。
(2) A部門の低迷






A部門は平成 19 年 3 月期は▲ 132百万円という大幅な部門赤字を計上
し、全社的にも大きく足を引っ張った。
平成 20 年 3 月期は、改善を進めてきた結果 41百万円の部門利益となり、


























第 6 事業再生計画 (案) の骨子
1．事業再構築等〜売上至上主義から利益至上主義へ〜
(1) X 事業部の撤退と Y事業部の事業売却 (略)
(2) 本社不動産の売却
















































一時停止及び金融支援 (返済猶予) の依頼の対象となる債権 (以下「対

























































本件金融機関による検討及び内部決裁を経て、本年 9 月 30日までに、
ご同意いただき、その後すみやかに本協定書を締結したく考えている。
第 8 資金計画 (抄)
































代表取締役 甲 野 太 郎
(法律事務所住所、名称略)























(3) 第 1 回金融機関債権者集会
① 第 1 回金融機関債権者集会において、開会宣告の上で、代表取締役



















No. 金融機関 対象債権元本残高 非保全債権額 非保全割合
1 R銀行 1,878,500,000 457,490,000 18.2%
2 M銀行 1,406,726,711 1,339,726,711 53.4%
3 U銀行 423,700,000 93,590,825 3.7%
4 J銀行 450,000,000 411,655,000 16.4%
5 商工組合中央金庫 158,126,978 115,856,771 4.6%
6 Y銀行 89,900,000 89,900,000 3.6%
























株式会社 R銀行、株式会社M銀行、株式会社 U銀行、株式会社 J銀行、商
工組合中央金庫、及び、株式会社 Y 銀行 (以下、あわせて「協定債権者」と
いう。) と L 株式会社 (以下「対象事業者」という。) とは、以下のとおり、
債権者間の協定書 (以下「本協定」という。) を締結する。
第 1 章 総則
第 1. 1 条 (定義)
本協定において用いる語句の定義は以下に従う。





(3) 担保物件目録 別紙 3. 3「担保物件目録」
(4) 債権者会議 本協定第 8. 1条 1項に定める債権者会議





















(14) 倒産手続 会社法 (平成 17 年法律第 86 号、その後の改正
を含む。) に基づく特別清算手続、破産法 (平
成 16 年法律第 75 号、その後の改正を含む。)
に基づく破産手続、民事再生法 (平成 11 年法
律第 225 号、その後の改正を含む。) に基づく
民事再生手続、及び会社更生法 (平成 14 年法




(16) 本協定期間満了日 平成 24 年 3 月 31日
(17) 本協定締結日 平成 20 年 9 月 30日
(18) 本事業再生計画 対象事業者が、協定債権者に対し、平成 20 年











(20) 利息支払日 第 1 回を平成 20 年 12 月の最終営業日、最終回
を平成 24 年 3 月の最終営業日とする毎年 3、6、
9及び 12 月の最終営業日とする。
第 2 章 債権残高等









第 3 章 対象債権の返済等





















































第 1 回 平成 21 年 3 月 31日 10,000千円
第 2 回 平成 22 年 3 月 31日 39,000千円
第 3 回 平成 23 年 3 月 31日 85,000千円
第 4 回 平成 24 年 3 月 30日 107,000千円












第 3. 5 条 (利息の支払)
1．協定債権者にかかる対象債権の利率は、本協定締結日の翌日以降、対象
債権原契約の規定に拘らず、各協定債権者と対象事業者との間で合意した












第 3. 6 条 (遅延損害金)
対象事業者が、対象債権につき、本協定の規定に従った債務の履行を遅延
した場合の遅延損害金の率は年率 14%とする。
第 4 章 手形割引取引、信用状取引
第 4. 1 条 (手形割引取引)
対象事業者は、協定期間中、必要な運転資金を調達するために、協定債権













第 5 章 新規融資






2．新規融資に基づく債権についても、本協定第 7 章及び第 9 章の規定は適
用されるものとする。
第 6 章 対象事業者の誓約
















































第 7 章 (期限の利益の喪失)




















第 8 章 債権者会議











第 9 章 雑則









































第 9. 4 条 (準拠法)
本協定の準拠法は日本法とする。
第 9. 5 条 (管轄)
本協定に関する訴訟については、大阪地方裁判所を第一審の専属管轄裁判
所とする。
第 9. 6 条 (端数処理)
本協定に定める返済金、利息及び遅延損害金の計算においては、除算を最
後に行い、1円未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てるものとする。



















別紙 8. 1 債権者協議事項
(1) 本協定に定める返済の方法を変更すること
































































弁護士 乙 野 次 郎
平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。



























第 3. 5 条 (利息の支払)
1．協定債権者にかかる対象債権の利率は、本協定締結日の翌日以降、対象
債権原契約の規定に拘らず、各協定債権者と対象事業者との間で合意した
利率 (年率 2.55% (但し、加重平均金利による) を上限とするが、平成 20

























第 1 回 平成 21 年 3 月 31日 21,000千円
第 2 回 平成 22 年 3 月 31日 82,000千円
第 3 回 平成 23 年 3 月 31日 81,000千円
第 4 回 平成 24 年 3 月 30日 102,000千円
4 金融債権者からの同意書の取り付け
金融機関からの同意書取付期間は平成 20 年 11 月末日とされたが、期間
内に信用保証協会も含めた金融機関債権者全 7 行から同意書が提出され、






( 4 ) 長文の引用にはいささか冗長の感があるが、資料的価値が存するものとし
て、ほぼ全文を収録した。























































平成 25 年 1 月 28日
有限会社 T代理人
弁護士 丙 野 三 郎
拝啓 貴金庫におかれましては、益々、御清栄のことと存じます。











(2) 第 1 回金融債権者会議
金融機関債権者はM信用金庫、S銀行、及び商工組合中央金庫であっ
たが、金融機関借入の一部には信用保証協会の保証が付いていた。同協会
代位弁済前の各金融機関の貸付金の状況 (平成 25 年 4 月末日現在残元金)
は次の通りであった。
【資料Ⅲ-2】金融債権者一覧表
① M信用金庫 合計金 734,646,360円
② S銀行 合計金 40,793,000円
③ 商工組合中央金庫 合計金 213,913,400円
総計 金 989,352,760円








(3) 第 2 回金融債権者会議










3 第 3 回金融債権者会議
(1) はじめに
第 2 回金融債権者会議後、有限会社 Tは、メインバンクを中心に、そ
の事業性・収益性、根本的な窮境原因、実抜計画の意義等についての認識










H19.7期 514,029,814 43,287,895 30,903,555
H20.7期 508,612,250 43,979,943 34,654,083
H21.7期 436,476,091 11,443,511 3,656,470
H22.7期 378,254,511 8,704,309 4,969,633
H23.7期 380,286,674 33,332,406 25,291,579
H24.7期 392,190,171 26,233,076 20,544,760
H25.7期 374,497,863 45,255,305 31,393,341




M信用金庫 合計金 634,162,375円 (74.18%)
S銀行 合計金 35,235,161円 (4.12%)
商工組合中央金庫 合計金 185,531,224円 (21.70%)
総計 金 854,928,760円 (100%)←シェア率
再生計画による返済計画の骨子は次の通りである。
ⅰ 計画期間
計画期間は平成 25 年 7 月期を計画 0 年度とし、計画 10 年度にあたる平
成 35 年 7 月期までの 10 年間とする。
ⅱ 金融支援の内容 リスケジュール
ⅲ 返済計画
a 計画 0 年度 (進行年度) における弁済
年度の殆どが進行済みであり、各金融機関への現実の弁済額の承認
を求める。









平成 27 年 7 月期に実態資産超過となり、再生計画の終期である平成 35
年 7 月期には約 1億 5000万円の実態資産超過となる。
ⅱ 事業収益力と有利子負債のバランスの実現
計画終期である平成 35 年 7 月末時点で有利子負債 5億 0636万円に対し、









債権者 S銀行 (以下「甲」という。) と債務者有限会社 T (以下「乙」とい






乙は甲に対して、本債務を、乙の平成 25 年 6 月 13日付「事業再生計画書」








1 乙は甲に対し、平成 25 年 8 月以降、各月の試算表をその翌々月末日まで
に提出する。
2 乙は甲に対し、中間決算 (平成 26 年 1 月末時点の仮決算) の結果につい






1 本合意書の有効期間は、本日以降平成 26 年 7 月末日までとする。



























( 7 ) 本稿の執筆に際しては、弁護士法人淀屋橋・山上合同の軸丸欣哉弁護士か
ら貴重な協力を得ることができた。心からの謝意を表する次第である。




( 9 ) 実抜計画と合実計画は異なる定義がなされており、合実計画は、a計画期
間が原則として概ね 5 年以内であり、かつ、計画の実現可能性が高いこと





























































と機構の存在意義を問う」金融ビジネス 230 号 (東洋経済新報社 2004 年)
24 頁以下、四宮章夫「私的整理の研究 10」前掲 201 頁以下、N株式会社の
事例を参照。
(11) 破綻企業の経営者の多くは、経営不振の理由を、それを打開するために講
ずべき施策等を実行するために必要な資金の不足にあると考え、自ら描いて
いる再建の方策を講じることさえできれば、直ちに事業を再生できると考え
ており、過去の財務管理が杜撰で、それまでの戦略なき思いつきの経営戦術
が、資金枯渇の原因となってきたことを自覚できていない。
その結果、倒産手続の開始により、一時的に資金繰りの余裕が生まれても、
簡単に再生を果たそうと考え、安直に無駄な投資に費消してしまい、再び経
営継続を困難にしてしまうことが多い。
76 (514)
